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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

  

 (注) １．当行は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

３．当行は関連会社がないため、「持分法を適用した場合の投資利益」の記載はしておりません。 

４．「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

５．第３四半期累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４  経理の状況」中、「１  四半期財務

諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。 

６．「自己資本比率」は、(四半期)期末純資産の部合計を(四半期)期末資産の部の合計で除して算出しておりま

す。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第92期 

第３四半期 
累計期間

第93期 
第３四半期 
累計期間

第92期

会計期間
 ４月１日 

至 平成24年 
 12月31日) 

(自 平成24年
 ４月１日 

至 平成25年 
 12月31日) 

(自 平成25年
 ４月１日 

至 平成25年 
 ３月31日) 

(自 平成24年

経常収益 百万円 7,623 7,660 10,192 

経常利益 百万円 774 1,131 1,355 

四半期純利益 百万円 452 695 ― 

当期純利益 百万円 ― ― 697 

持分法を適用した場合の
投資利益 

百万円 ― ― ― 

資本金 百万円 2,500 2,500 2,500 

発行済株式総数 千株 27,371 27,371 27,371 

純資産額 百万円 21,779 23,779 23,416 

総資産額 百万円 487,574 498,752 467,414 

１株当たり四半期純利益 
金額 

円 16.70 25.65 ― 

１株当たり当期純利益 
金額 

円 ― ― 25.72 

潜在株式調整後１株 
当たり四半期純利益金額 

円 ― ― ― 

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

円 ― ― ― 

１株当たり配当額 円 2.50 2.50 5.00 

自己資本比率 ％ 4.46 4.76 5.00 
 

回次
第92期 

第３四半期 
会計期間

第93期 
第３四半期 
会計期間

会計期間

(自 平成24年
10月１日

至 平成24年
12月31日)

(自 平成25年
10月１日

至 平成25年
12月31日)

１株当たり四半期純利益
金額(△は１株当たり四
半期純損失金額) 

円 △0.49 8.26 
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当第３四半期累計期間において、当行が営む事業の内容については、重要な変更はありません。また、

関係会社については、該当ありません。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(1) 業績の状況 

① 経営成績の分析 

当第３四半期累計期間の経営成績につきましては、経常収益は、役務取引等収益やその他業務収益の増

加等を主因に前年同期比３７百万円増加し７６億６０百万円となりました。 

一方、経常費用は、営業経費やその他経常費用の減少等を主因に前年同期比３億２１百万円減少し６５

億２８百万円となりました。 

その結果、経常利益は前年同期比３億５７百万円増加の１１億３１百万円となり、四半期純利益につき

ましても、前年同期比２億４３百万円増加の６億９５百万円となりました。 

② 財政状態の分析 

（主要勘定の状況） 

当第３四半期末の主要勘定残高につきましては、預金及び譲渡性預金は、前事業年度末比３１１億７５

百万円増加の４，６９８億６２百万円となりました。貸出金につきましても、前事業年度末比４０億４８

百万円増加の３，４８８億８百万円となりました。有価証券につきましては、前事業年度末比８５億８８

百万円増加の１，００３億９７百万円となりました。 

（資産、負債および純資産の状況） 

資産につきましては、現金預け金や有価証券等の増加により、前事業年度末比３１３億３８百万円増加

の４，９８７億５２百万円となりました。 

負債につきましては、預金等の増加により、前事業年度末比３０９億７５百万円増加の４，７４９億７

２百万円となりました。 

純資産につきましては、利益剰余金等の増加により、前事業年度末比３億６３百万円増加の２３７億７

９百万円となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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国内・国際業務部門別収支 

(業績説明) 

国内業務部門では、資金運用収支は6,113百万円、役務取引等収支は201百万円、その他業務収支は98

百万円となり、国際業務部門では、資金運用収支は44百万円、役務取引等収支は2百万円、その他業務

収支は7百万円となりました。 

合計では、資金運用収支は6,157百万円、役務取引等収支は203百万円、その他業務収支は105百万円

となりました。 

  

(注) １．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。 

ただし、円建対非居住者取引は、国際業務部門に含めております。 

２．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。 

  

  

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支 
前第３四半期累計期間 6,275 2 6,277 

当第３四半期累計期間 6,113 44 6,157 

  うち資金運用収益 
前第３四半期累計期間 6,786 8 

6 
6,788 

当第３四半期累計期間 6,567 48 
3 

6,612 

  うち資金調達費用 
前第３四半期累計期間 511 6 

6 
511 

当第３四半期累計期間 454 3 
3 

454 

役務取引等収支 
前第３四半期累計期間 134 1 135 

当第３四半期累計期間 201 2 203 

  うち役務取引等収益 
前第３四半期累計期間 709 5 714 

当第３四半期累計期間 812 4 816 

  うち役務取引等費用 
前第３四半期累計期間 574 3 578 

当第３四半期累計期間 610 2 613 

その他業務収支 
前第３四半期累計期間 0 4 4 

当第３四半期累計期間 98 7 105 

  うちその他業務収益 
前第３四半期累計期間 0 4 4 

当第３四半期累計期間 98 7 105 

  うちその他業務費用 
前第３四半期累計期間 ― ― ― 

当第３四半期累計期間 ― ― ― 
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国内・国際業務部門別役務取引の状況 

(業績説明) 

役務取引等収益は、816百万円となりました。 

役務取引等費用は、613百万円となりました。 

  

(注)  国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。 

ただし、円建対非居住者取引は、国際業務部門に含めております。 

  

  

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益 
前第３四半期累計期間 709 5 714 

当第３四半期累計期間 812 4 816 

  うち預金・貸出業務 
前第３四半期累計期間 82 ― 82 

当第３四半期累計期間 86 ― 86 

  うち為替業務 
前第３四半期累計期間 266 5 271 

当第３四半期累計期間 264 4 268 

  うち証券関連業務 
前第３四半期累計期間 94 ― 94 

当第３四半期累計期間 155 ― 155 

  うち代理業務 
前第３四半期累計期間 57 ― 57 

当第３四半期累計期間 52 ― 52 

  うち保護預り 
貸金庫業務 

前第３四半期累計期間 23 ― 23 

当第３四半期累計期間 22 ― 22 

  うち保証業務 
前第３四半期累計期間 1 ― 1 

当第３四半期累計期間 2 ― 2 

役務取引等費用 
前第３四半期累計期間 574 3 578 

当第３四半期累計期間 610 2 613 

  うち為替業務 
前第３四半期累計期間 63 3 67 

当第３四半期累計期間 62 2 64 
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国内・国際業務部門別預金残高の状況 

○  預金の種類別残高(末残) 

  

(注) １．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

２．定期性預金＝定期預金＋定期積金 

３．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。 

  

  

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計 
前第３四半期会計期間 455,886 146 456,032 

当第３四半期会計期間 462,358 120 462,479 

  うち流動性預金 
前第３四半期会計期間 168,353 132 168,485 

当第３四半期会計期間 172,535 105 172,641 

  うち定期性預金 
前第３四半期会計期間 285,646 13 285,659 

当第３四半期会計期間 288,034 15 288,049 

  うちその他 
前第３四半期会計期間 1,887 ― 1,887 

当第３四半期会計期間 1,788 ― 1,788 

譲渡性預金 
前第３四半期会計期間 4,696 ― 4,696 

当第３四半期会計期間 7,383 ― 7,383 

総合計 
前第３四半期会計期間 460,583 146 460,729 

当第３四半期会計期間 469,741 120 469,862 
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況 

○  業種別貸出状況(末残・構成比) 

  

(注)  国内業務部門は国内店の円建取引であります。国際業務部門は国内店の外貨建取引で、該当はありません。 

  

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期累計期間において、当行が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

  

(3) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

業種別
前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内業務部門 345,578 100.00 348,808 100.00 

  製造業 18,564 5.37 16,817 4.82 

  農業，林業 101 0.03 110 0.03 

  漁業 187 0.05 194 0.06 

  鉱業，採石業，砂利採取業 1,591 0.46 1,526 0.44 

  建設業 39,176 11.34 39,906 11.44 

  電気・ガス・熱供給・水道業 5,185 1.50 5,719 1.64 

  情報通信業 2,789 0.81 2,483 0.71 

  運輸業，郵便業 11,400 3.30 10,627 3.05 

  卸売業，小売業 36,413 10.54 36,697 10.52 

  金融業，保険業 10,798 3.12 10,960 3.14 

  不動産業，物品賃貸業 66,917 19.36 70,873 20.32 

  各種サービス業 52,434 15.17 46,112 13.22 

  地方公共団体 16,815 4.87 21,476 6.16 

  その他 83,199 24.08 85,300 24.45 

国際業務部門 ― ― ― ― 

  製造業 ― ― ― ― 

  農業，林業 ― ― ― ― 

  漁業 ― ― ― ― 

  鉱業，採石業，砂利採取業 ― ― ― ― 

  建設業 ― ― ― ― 

  電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― 

  情報通信業 ― ― ― ― 

  運輸業，郵便業 ― ― ― ― 

  卸売業，小売業 ― ― ― ― 

  金融業，保険業 ― ― ― ― 

  不動産業，物品賃貸業 ― ― ― ― 

  各種サービス業 ― ― ― ― 

  地方公共団体 ― ― ― ― 

  その他 ― ― ― ― 

合計 345,578 ―― 348,808 ――
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。   

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。   

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 
 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,371,605 同左 福岡証券取引所

権利内容に何ら限定のない当
行における標準となる株式
で、単元株式数は1,000株で
あります。 

計 27,371,605 同左 ― ―
 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成25年10月１日～ 
平成25年12月31日 

― 27,371 ― 2,500 ― 1,203 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿に

よる記載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成25年12月31日現在 

(注) １. 上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1千株含まれており

ます。また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が1個含まれておりま

す。 

２．「単元未満株式」には、当行所有の自己株式959株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成25年12月31日現在 

  

  

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式    271,000 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 26,852,000 26,852 ―

単元未満株式 普通株式   248,605 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数  27,371,605 ― ―

総株主の議決権 ― 26,852 ―
 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社福岡中央銀行 

福岡市中央区大名二丁目 
12番１号 

271,000 ― 271,000 0.99 

計 ― 271,000 ― 271,000 0.99 
 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

１．当行の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀

行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。 

     

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(自平成25年10月１

日  至平成25年12月31日)及び第３四半期累計期間(自平成25年４月１日  至平成25年12月31日)に係る四

半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。 

   

３．当行は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

     

  

― 11 ―



１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

現金預け金 18,858 32,759

コールローン － 5,000

有価証券 91,809 100,397

貸出金 ※1  344,760 ※1  348,808

外国為替 160 126

その他資産 1,601 1,481

有形固定資産 13,385 13,246

無形固定資産 126 121

支払承諾見返 192 335

貸倒引当金 △3,479 △3,523

資産の部合計 467,414 498,752

負債の部   

預金 430,323 462,479

譲渡性預金 8,364 7,383

その他負債 2,534 2,165

役員退職慰労引当金 167 201

睡眠預金払戻損失引当金 116 115

繰延税金負債 44 52

再評価に係る繰延税金負債 2,254 2,240

支払承諾 192 335

負債の部合計 443,997 474,972

純資産の部   

資本金 2,500 2,500

資本剰余金 1,203 1,203

利益剰余金 13,582 14,168

自己株式 △119 △120

株主資本合計 17,167 17,752

その他有価証券評価差額金 2,166 1,970

土地再評価差額金 4,082 4,056

評価・換算差額等合計 6,249 6,026

純資産の部合計 23,416 23,779

負債及び純資産の部合計 467,414 498,752
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(2)【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

経常収益 7,623 7,660

資金運用収益 6,788 6,612

（うち貸出金利息） 5,699 5,584

（うち有価証券利息配当金） 1,054 998

役務取引等収益 714 816

その他業務収益 4 105

その他経常収益 116 125

経常費用 6,849 6,528

資金調達費用 511 454

（うち預金利息） 502 439

役務取引等費用 578 613

営業経費 5,150 5,020

その他経常費用 ※1  609 ※1  439

経常利益 774 1,131

特別利益 － 1

固定資産処分益 － 1

特別損失 13 53

固定資産処分損 13 6

減損損失 － 46

税引前四半期純利益 760 1,079

法人税、住民税及び事業税 146 292

法人税等調整額 161 91

法人税等合計 308 384

四半期純利益 452 695
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【注記事項】 

(四半期貸借対照表関係) 

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

  

(四半期損益計算書関係)  

※１. その他経常費用には、次のものを含んでおります。 

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

      当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

 
前事業年度 

(平成25年３月31日)
当第３四半期会計期間 
(平成25年12月31日)

破綻先債権額 859百万円 757百万円 

延滞債権額 15,120百万円 14,666百万円 

３ヵ月以上延滞債権額 ―百万円 ―百万円 

貸出条件緩和債権額 1,715百万円 1,885百万円 

合計額 17,695百万円 17,309百万円 
 

  (自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

前第３四半期累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日) 

当第３四半期累計期間

貸倒引当金繰入額 324百万円 221百万円 

株式等売却損 67百万円 46百万円 

株式等償却 34百万円 24百万円 
 

  (自  平成24年４月１日 
前第３四半期累計期間

 至  平成24年12月31日)
(自  平成25年４月１日 
当第３四半期累計期間

 至  平成25年12月31日)

減価償却費 339百万円 301百万円 
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(株主資本等関係) 

前第３四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

  １．配当金支払額 

  

  ２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの 
  

  該当事項はありません。 

  

当第３四半期累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

  １．配当金支払額 

  

  ２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの 
  

  該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

    当行は、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

定時株主総会 
平成24年６月28日

普通株式 67 2.50 平成24年３月31日 平成24年６月29日
その他 

利益剰余金

取締役会 
平成24年11月29日

普通株式 67 2.50 平成24年９月30日 平成24年12月５日
その他 

利益剰余金
 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

定時株主総会 
平成25年６月27日

普通株式 67 2.50 平成25年３月31日 平成25年６月28日
その他 

利益剰余金

取締役会 
平成25年11月26日

普通株式 67 2.50 平成25年９月30日 平成25年12月５日
その他 

利益剰余金
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(有価証券関係) 

※１．会社の事業の運営において重要なものであることから記載しております。 

※２．四半期貸借対照表の「有価証券」を記載しております。 

  

１．満期保有目的の債券 

前事業年度(平成25年３月31日) 

  

  

当第３四半期会計期間(平成25年12月31日) 

  

  

２．その他有価証券 

前事業年度(平成25年３月31日) 

  

  

 
貸借対照表 

計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

社債 100 98 △1 

その他 2,000 1,830 △169 

合計 2,100 1,928 △171 
 

 
四半期貸借対照表 
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

社債 100 98 △1 

その他 1,000 986 △13 

合計 1,100 1,085 △14 
 

  取得原価(百万円)
貸借対照表 

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 5,478 5,582 104 

債券 76,977 80,868 3,891 

  国債 50,743 53,653 2,910 

  地方債 1,903 1,973 69 

  社債 24,330 25,242 911 

その他 3,115 2,515 △599 

合計 85,570 88,967 3,396 
 

― 16 ―



  
当第３四半期会計期間(平成25年12月31日) 

  

(注)  その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回

復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期貸借対照表計上額（貸借対照表計

上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期累計期間（事業年度）の損失として処理(以下「減損処理」とい

う。)しております。 

前事業年度における減損処理額は、該当ありません。 

当第３四半期累計期間における減損処理額は、株式21百万円であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、発行会社の信用リスク(自己査定における債務者区

分、外部格付等)、過去の一定期間における時価の推移等を勘案した基準により行っております。 

  

  取得原価(百万円)
四半期貸借対照表 
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 6,045 6,588 543 

債券 85,626 88,644 3,017 

  国債 59,569 61,791 2,222 

  地方債 2,119 2,168 49 

  社債 23,938 24,684 746 

その他 3,742 3,283 △459 

合計 95,414 98,516 3,101 
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(持分法損益等)  

関連会社がないため記載しておりません。 

  

(１株当たり情報)  

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。 
  

(注)  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

２ 【その他】 

中間配当 

平成25年11月26日開催の取締役会において、第93期の中間配当につき次のとおり決議しました。 

中間配当金総額                            67百万円 

１株当たりの中間配当金                    ２円50銭 

支払請求権の効力発生日及び支払開始日      平成25年12月５日 

  

    (自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

前第３四半期累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日) 

当第３四半期累計期間

１株当たり四半期純利益金額  円 16.70 25.65 

（算定上の基礎）    

  四半期純利益 百万円 452 695 

  普通株主に帰属しない 
  金額 

百万円 ― ― 

  普通株式に係る 
  四半期純利益 

百万円 452 695 

  普通株式の 
  期中平均株式数 

千株 27,102 27,099 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成26年２月12日

株式会社福岡中央銀行 

取締役会  御中 

  

  

  

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社福岡中央銀行の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第93期事業年度の第３四半期会計期間
(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成25年４月１日から平成25年12
月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四
半期レビューを行った。 
  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半
期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。 
  

監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  

監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社福岡中央銀行の平成25年12月31日現在の財
政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項
がすべての重要な点において認められなかった。 
  

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以  上 
  

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    工    藤    雅    春    ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    柴    田    祐    二    ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    宮    田    八    郎    ㊞ 
 

  

※  １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期財務諸

表に添付される形で当行が別途保管しております。 

    ２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

  
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 福岡財務支局長 

【提出日】 平成26年２月14日 

【会社名】 株式会社 福岡中央銀行 

【英訳名】 THE FUKUOKA CHUO BANK，LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取  末 松 修 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 福岡市中央区大名二丁目12番１号 

【縦覧に供する場所】 証券会員制法人福岡証券取引所 

  (福岡市中央区天神二丁目14番２号) 

  

  
 



当行取締役頭取末松修は、当行の第93期第３四半期(自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日)の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




